
基本計画特別委員会における審議状況

１．基本計画特別委員会について

我が国及び世界の科学技術を取り巻く状況が大きく変化する中、これまでの我が国の

科学技術政策の成果及び課題を検証した上で、将来の我が国のあるべき姿を展望しつつ、

今後の科学技術政策の在り方について包括的かつ総合的に検討を行い、もって第４期科

学技術基本計画の策定に資することを目的として、第２９回科学技術・学術審議会総会

（平成２１年４月２８日開催）において、基本計画特別委員会が設置された（別紙１）。

第１回基本計画特別委員会会合を平成２１年６月２日に開催。

２．第１回基本計画特別委員会の審議内容

（１）議事概要

① 野依主査より、主査代理として野間口委員を指名（別紙２）。

② 基本計画特別委員会の委員会運営規則について審議し、了承。

③ 第４期基本計画の策定に向けた検討の視点例（別紙３）及び今後の科学技術政策に

関する基本認識（別紙４）について、事務局より説明を行った後、審議。

④ 今後の検討スケジュールについて、事務局より説明（別紙５）。

（２）主な意見

基本計画特別委員会の初回にあたり、第４期基本計画に向けた重要事項等について意見

交換を実施。主な意見は以下のとおり。

【目指すべき国の姿】

○ 我が国の目指すべき方向性として、「世界から尊敬される国」が挙げられる。現在、

研究開発を幅広く行えるのは日本、ＥＵ、米国という状況の中、日本は世界に対して

責任を有しており、知的に尊敬される国となることを明示すべき。

○ 「専門知を活用できる社会」を目指すことが重要であり、課題解決のためには、様

々な専門家、専門知をもった方々の活用による社会全体のイノベーションが必要であ

り、一般国民の協力も不可欠であるという視点を持つべき。

○ 我が国の具体的な方向性を議論するに当たって、２０年先の指導者たるべき志のあ

る若い人達の意見を取り入れるべき。

【研究開発投資及び科学技術の戦略的重点化】

○ 大学の改革とともに、高等教育費の充実が不可欠であり、教育目的税のようなもの

を作るべき。

○ 民間の科学技術予算が増えない中で、我が国として未来に向けた投資をすべきか、

あるいは高齢者の年金等の経費を削減すべきか、と相反する観点を考えた場合、社会

全体として、未来に向けた投資をするコンセンサスをとるべき。

○ 基礎研究と課題解決型研究という２者択一ではなく、研究開発の多様性を踏まえ、
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基礎から開発までの研究段階それぞれに施策を講じていくという理念を持つべき。

○ 厳しい財政状況の中で、国として取り組むべき分野を明確にすべき。基礎科学は、

国が責任を持って進め、また民間に任せられることは民間に任せるべき。

○ 目標が抽象的であったり、極端に数値目標を指向することがあるため、問題解決型、

課題設定型、アスピレーション設定型等で、目標設定にメリハリをつけるべき。

【人材養成】

○ 現在は、広い視野を持った博士課程レベルの者を活用して、社会的なイノベーショ

ンを生み出していく時代であり、博士課程在籍者への経済支援や、産業界が求める博

士のビジョンの明確化を図り、大学と産業界のミスマッチを解消していくべき。

○ 世界トップレベルの人材育成と同時に、我が国の科学技術全体を幅広く支える若手

研究者の育成も重要であり、高等教育と人材育成の明確なビジョンを打ち出すべき。

○ 修士の学生が博士課程に進まない原因は、キャリアパスが見えないためであり、博

士になるメリットや、企業に就職する際のキャリアパスを提示していくべき。さらに

大学においても、テニュア制度等、優れた人材を残すための仕組みを整備すべき。

【科学技術国際戦略】

○ 留学生に関して、優秀な研究者を日本に根付かせることが重要であり、留学生に対

して日本語教育を実施し、就職先の面倒もみるという取り組みを進めるべき。

○ 海外に若手研究者を派遣するとともに、優れた外国人研究者を招聘する必要があり、

外国人研究者の日本での適応策についても提言していくべき。

○ テニュアトラック等の適当なサポート体制があれば、若手の外国人研究者は、自ら

生活様式等を学び、スムーズに馴染むことができているが、大学が長期にわたって、

このような海外の研究者を採用するつもりがあるのか疑問。

○ 日本人にとって、英語は本質的な問題であり、イノベーションやネットワーク作り

を進める上で、この点を解決するための方策を考えるべき。

【その他】

○ 「科学技術政策のための科学」に各国が取り組んでおり、エビデンスに基づいた政

策立案が行われ、実行され、また評価されたのかを把握することが重要。

○ 社会システム全体をイノベートする中で、科学技術政策がどのような点で役割を果

たせるのか、またどこが役割を担うのかという点について議論すべき。

○ 科学技術情報のデジタル化は欧米諸国と比べて圧倒的に遅れており、第四期基本計

画では環境基盤整備をより強化していくべき。

３．今後の予定

○ 第２回 ７月 ７日（火） １５：００～１７：３０

議題（案） ： 我が国が目指すべき国の姿、第４期基本計画の基本姿勢、それ

らを踏まえた論点整理

○ 第３回 ７月２７日（月） １５：００～１７：３０

○ 第４回 ８月１９日（水） １５：００～１７：３０
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別紙 1 

 

 

科学技術・学術審議会における委員会の設置について 

 

平成２１年４月２８日 

科学技術・学術審議会 

 

 科学技術・学術審議会運営規則第５条第１項に基づき、科学技術・学術審議会に以

下の委員会を設置する。 

 

 

  ○基本計画特別委員会 

第４期科学技術基本計画の策定に資するため、科学技術創造立国の実現に

向けた基本的な政策に関して調査検討を行う。 
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別紙 2 

科学技術・学術審議会 基本計画特別委員会 名簿 

   

◎ 野 依  良 治 独立行政法人理化学研究所理事長 

○ 野間口     有 独立行政法人産業技術総合研究所理事長、三菱電機株式会社取締役

 東        実 株式会社東芝顧問 

 有 川  節 夫 九州大学総長 

 安 西  祐一郎 慶應義塾学事顧問・慶應義塾大学理工学部教授 

 伊地知  寛 博 成城大学社会イノベーション学部教授 

 大 垣  眞一郎 独立行政法人国立環境研究所理事長 

 大 隅  典 子 東北大学大学院医学系研究科教授 

 長我部  信 行 株式会社日立製作所中央研究所ソリューション LSI 研究センター長 

 門 永  宗之助 マッキンゼー・アンド・カンパニー・インク・ジャパンディレクター 

 河 内     哲  住友化学株式会社最高顧問 

 國 井  秀 子 リコーソフトウエア株式会社取締役会長 

 黒 田  昌 裕 東北公益文科大学長 

 小 杉  礼 子 独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員 

 小 林  傳 司 大阪大学コミュニケーションデザインセンター教授 

 小 林     誠 独立行政法人日本学術振興会理事 

 佐々木     毅 学習院大学法学部教授 

 白 井  克 彦 早稲田大学総長 

 菅     裕 明 東京大学先端科学技術研究センター教授 

 立 川  敬 二 独立行政法人宇宙航空研究開発機構理事長 

 橘 フクシマ 咲江 日本コーン・フェリー・インターナショナル株式会社代表取締役会長 

 冨 山  和 彦 株式会社経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ 

 永 井  良 三 東京大学大学院医学系研究科教授 

 西 尾  章治郎 大阪大学理事・副学長 

 二 瓶  好 正 東京理科大学副学長 

 原 山  優 子 東北大学大学院工学研究科教授 

 本 藏  義 守 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

 益 田  隆 司 財団法人船井情報科学振興財団常任理事 

 丸 本  卓 哉 山口大学長 

 元 村  有希子 毎日新聞社科学環境部記者 

 森     重 文 京都大学数理解析研究所教授 

（五十音順） 

◎：主査   ○：主査代理 
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別紙 3 

 
第４期科学技術基本計画の策定に向けた検討の視点例 

                                                             
Ⅰ．基本的考え方 

 

科学技術基本法が成立して以降の我が国の科学技術政策の成果及び課題を

検証した上で、現在の我が国及び世界の科学技術を取り巻く状況等を踏まえ、

また将来の我が国のあるべき姿を展望しつつ、今後の科学技術政策の在り方に

ついて、包括的かつ総合的に検討を行い、もって第４期科学技術基本計画の策

定に資することを目指す。 

 

 

Ⅱ．検討の視点例 

 

１．基本認識 

（１）我が国を巡る諸情勢 

○ 世界的な金融危機を発端とした世界経済の激動、地球環境問題や食糧問

題、資源・エネルギー問題等の地球的課題の顕在化、また国内では人口減

少・少子高齢化等の社会構造の変化、さらに中国・インド等の新興国台頭

による我が国の相対的地位の低下等、今後の我が国を取り巻く諸情勢の変

化として、どのようなものを捉えておくべきか。 

 

（２）これまでの科学技術政策の評価 

○ 科学技術基本法が制定されて以降、特に第３期基本計画に基づき進めら

れてきた科学技術政策の主な成果及び課題をどのように評価するか。 

 

（３）国の姿と科学技術政策の在り方 

○ 我が国が中長期的に目指すべき国の姿として、どのようなものを位置づ

けるか。 

○ 国の姿の実現に向けて、科学技術政策はどうあるべきか。 
 
（参考）第３期基本計画の理念（この下に６つの大目標及び１２の中目標を設定）  

理念１ 人類の英知を生む ～知の創造と活用により世界に貢献できる国の実現に向けて～  

理念２ 国の源泉を創る ～国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて～  

理念３ 健康と安全を守る ～安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に向けて～  

 

（４）政府研究開発投資 

○ 第２期基本計画では２４兆円、第３期基本計画では２５兆円の政府研究

開発投資目標を掲げているが、第４期基本計画における投資目標はどうあ

るべきか。 
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２．科学技術の戦略的重点化 

科学技術は、知的・文化的価値、社会的・経済的価値等を生み出すものであ

り、今後、より一層の価値創造を図っていくため、効果的・効率的な科学技術

政策の推進の観点から、どのように重点化を進めていくべきか。 

 

（１）基礎研究 

○ 大学における学術研究をはじめとする研究者の自由な発想に基づく研

究等、基礎科学力強化の観点も含め、基礎研究をどのように位置づけ、ま

たどのように進めていくべきか。 

 

（２）政策課題対応型研究開発 

○ 国家的・社会的課題に対応した研究開発（第３期基本計画では、重点推

進４分野及び推進４分野、戦略重点科学技術（国家基幹技術を含む））に

ついて、どのように重点化を図り、またどのように進めていくべきか。 

 

３．科学技術システム改革 

我が国が科学技術創造立国の実現とともに、地球、人類の持続的発展に貢献

していくためには、科学技術によるイノベーションの創出と、これを通じた国

際競争力の強化が必要である。このため、知識基盤社会を支える科学技術人材

の育成・確保や優れた研究成果を生み出す研究環境の整備、さらに成果を社会

に還元するための取り組み等、科学技術システム改革をどのように進めるべき

か。 

 

（１）科学技術人材の育成・確保 

○ 人材は、我が国の科学技術を支える基幹であり、世界第一線級の研究者

の育成・確保、優れた研究を支える研究支援者の育成・確保、社会の多様

な場で活躍できる人材の育成・確保、さらに次世代を担う人材の育成等は

どうあるべきか。また科学技術人材育成の中核を担う大学・大学院はどう

あるべきか。 

 

（２）イノベーション・システム改革 

○ 科学技術の成果の社会還元を進めるため、競争的環境の醸成、オープン

イノベーションへの対応を含む産学官連携、地域イノベーションの推進、

知的財産の創造・活用、研究評価システムの改善、さらに規制や公共調達、

税制等の社会的隘路への対応等をどのように進めていくべきか。 

 

（３）世界的研究拠点形成 

○ 国内外の優れた研究者を結集し、世界トップレベルの研究開発を行う拠

点の形成や、研究開発を行う場である大学や研究開発型独立行政法人等の

強化をどのように進めていくべきか。 
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（４）研究環境・基盤整備 

○ 研究者の創造性を育み、世界最先端の研究を可能とする研究環境や知的

基盤の整備や、大学、研究開発型独立行政法人等の施設・設備の整備等を

どのように進めていくべきか。  
 

４．科学技術の国際活動の戦略的推進 

○ 地球規模課題等が顕在化する中、我が国のみならず世界全体の持続的発

展に向けて、科学技術外交の積極的な展開をはじめ、国際科学技術協力の

推進や我が国の研究人材の流動化の強化、海外人材の受入に係る周辺環境

等の改善等、科学技術の国際活動の戦略的推進はどうあるべきか。 

 

５．科学技術と社会との関係深化 

○ 社会のための科学技術との観点に立ち、科学技術と社会との一層の連携

を図るため、国民の科学技術政策の立案・推進への参画や、国民への理解

増進活動等をどのように進めていくべきか。 

 

６．科学技術推進体制の在り方 

○ 我が国の科学技術を効率的・効果的に推進していくため、総合科学技術

会議と各省庁の連携・調整の在り方等、国の科学技術推進体制はどうある

べきか。  

7



今後の科学技術政策に関する
基本認識

平成21年6月2日

別紙4

７

３

１

本 文

３．我が国が中長期的に目指すべき国の姿

２．これまでの科学技術政策の主な成果と課題

１．科学技術を取り巻く諸情勢の変化

目 次

16新興感染症の状況（鳥インフルエンザの例）

30イノベーションのオープン化

32長期戦略方針「イノベーション25」（平成19年6月1日閣議決定） 等

29失業及び貧困

26我が国の人口動態

23各国の国民一人当たりGDP

22各国のGDP成長率

21各国のGDPの推移

20国際競争力の評価

24世界における人材の流れ

18近年の我が国における自然災害発生状況

17近年の世界における自然災害発生状況

15世界的な水の賦存状況及び世界の取水量

14各国の食糧自給率及び主要穀物・大豆の国際価格の推移

19諸外国における経済再生に向けた取り組みの概要

33

31

28

27

25

13

12

11

10

９参 考 資 料

「科学技術基本計画」（平成18年3月28日閣議決定）

科学技術基本計画ヒアリング（抜粋）

社会保障給付費と国民所得の動向

社会保障の給付と負担の見通し（2006年5月推計）

諸外国の人口動態

各国のエネルギー自給率及び国際資源商品価格

エネルギー種類別世界の一次エネルギー需要の推移と将来予測

世界の二酸化炭素排出量

地球温暖化の将来予測

8



１．科学技術を取り巻く諸情勢の変化１．科学技術を取り巻く諸情勢の変化

○ 近年の科学技術を取り巻く世界及び日本における諸情勢の変化としては、例えば以下のようなもの
が挙げられるのではないか。

＜世界における諸情勢の変化＞

・ 地球温暖化による様々な環境影響が指摘され、問題解決に向けた国際的関心が高まる一方、地球
規模の気候変動に伴う自然災害の多発、食料・水利用の不安定化、新興・再興感染症の蔓延、さらに
は、世界人口の増加に伴う貧困層の拡大等、世界各地で問題が発生。

・ 原油や食料をはじめ、世界規模での資源・エネルギーの需要逼迫に伴い、生活必需品の市場価格

が不安定化する中、新たな資源等の獲得等に向けた競争が激化。

・ 第二次世界大戦以降、最悪と言われる世界的金融危機・経済不況の中、「グリーンニューディール」
とも呼ばれる環境技術を活用した経済再生をはじめ、科学技術に基づいたイノベーション創出による
経済再生への取り組みが世界的に拡大。

・ 中国、インド、ブラジル等、巨大な市場を抱える新興国が、今後、世界経済への影響力を増すことに
より、長期的には多極化が進み、世界の勢力地図が大きく変化。

・ 国際的な産業構造が変化する中、企業等の事業形態が閉鎖的・自前主義の垂直統合型ビジネス
モデルから、開放的・グローバルな水平分業型のビジネスモデルへと転換（オープンイノベーション）。

・ 経済社会のグローバル化に伴う国境のボーダレス化が進展し、人・モノ・カネあるいは情報の流動化
が加速する中、高度な知識や頭脳の獲得に向けた国際競争が激化。

１

＜日本における諸情勢の変化＞

・ 世界に類を見ない速さで進む少子高齢化・人口減少に伴う、医療・社会福祉等の問題への対応が
求められる一方、持続的な成長に向けて、国民一人当たりのＧＤＰ向上や、国際競争力の強化等に
対する必要性の高まり。

・ 地球温暖化や資源・エネルギーの問題等、国際協調・国際協力による取り組みが不可欠な問題の
解決に向けて、我が国の科学技術を積極的に活用して、世界に貢献していく必要性の高まり。

・ 大規模自然災害や重大事故、テロ、感染症等の発生や、食品安全に関わる問題の発生等による、
国民の安心・安全社会の実現に向けた要求・要請の高まり。

・ 世界規模の金融危機や経済不況に加えて、中国、インド等の新興国の台頭により、これまで日本
経済の牽引役であった基幹産業の国際競争力の低下。

・ 知識基盤社会に移行する中、優秀な研究者・技術者の退職及び若年人口の減少に加え、特に若年
層の理工系離れが進み、これに伴う将来的な研究者・技術者の確保や大学、産業界の国際競争力
の低下が課題。

２
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○ 平成７年に科学技術基本法が制定されて以降、特に、第３期科学技術基本計画期間における我が
国の科学技術政策の主な成果や課題としては、例えば以下のようなものが挙げられるのではないか。

＜画期的な研究開発成果の創出等＞

・ 政府の研究開発投資が支えた近年の主な成果例として、ｉＰＳ細胞の創出や次世代画像表示技術
（有機ＥＬ）、放射線によるがん治療技術（重粒子線治療）、次世代蓄電システム（自動車用・自然エネ
ルギー用）、自然災害の減災システム技術、さらには地球と宇宙の探査・観測技術等、多数の事例（※）。

（※）「政府投資が支えた近年の科学技術成果事例集（未定稿）」（２００９年５月科学技術政策研究所）より

・ また、この１０年で、自然科学系の日本人ノーベル賞受賞者は８人となり、特に平成２０年には４人の
受賞者を輩出（物理学賞については３人が受賞者独占）するなど、世界的にも、我が国の基礎科学力
は高く評価。

＜研究開発投資及び科学技術の戦略的重点化＞

・ 第１期基本計画以降、国の研究開発投資は増加傾向にあるが、計画に掲げる投資目標達成に向け、
一層の努力が必要。一方で、米国をはじめ諸外国の科学技術関係の投資額は近年大幅に増加傾向。

－ 第１期 ： 目標の約１７兆円に対し、約１７．６兆円。

－ 第２期 ： 目標の約２４兆円（対GDP比１％、期間中名目成長率３．５％）に対し、約２１．１兆円（期間中の
対GDP比平均０．８５％、名目成長率平均０％）。

－ 第３期 ： 目標の約２５兆円（対GDP比１％、期間中名目成長率平均３．１％）に対し、平成２１年度当初予算
までで約１６兆円（平成２０年度までの対GDP比平均０．８１％、名目成長率平均０．４％）。

２．これまでの科学技術政策の主な成果と課題２．これまでの科学技術政策の主な成果と課題

３

・ 科学技術基本計画に基づき、重点推進４分野及び推進４分野、国家基幹技術を含む戦略重点科学
技術等における研究開発投資の重点化が進展。一方で、大学等の基盤的経費が削減傾向にある中、
自由発想研究を着実に実施する必要性、また、社会的ニーズに対応した研究開発や、学際・融合型の

研究開発等への取り組みの必要性の高まり。

＜科学技術システム改革＞

・ 博士課程修了者やポストドクターの量的拡大が図られる一方、大学等における研究者ポストの減少
や就職先の多様化が進まない等、研究者の需要供給のミスマッチ、キャリアパスの確保等が課題。
また、国民の科学技術意識が低下する中で、次世代を担う人材育成の必要性の高まり。

・ 競争的資金は、第２期基本計画に掲げた倍増には至らなかったものの、増加傾向。一方で、競争的
資金の一層の拡充に加え、研究費の弾力的運用や間接経費の着実な措置等が課題。

・ イノベーション創出の原動力として、産学共同研究や技術移転、大学発ベンチャーの拡充、特許取得
件数及び収入の増加等、産学官連携は量的・質的に大幅に進展する一方、オープン・イノベーション
への対応等、新たな課題も存在。

・ 新たな知の創造と継承を担う大学・大学院の役割の重要性が増す一方、法人化以降、国立大学の
研究基盤を支える運営費交付金及び施設整備費補助金が減少傾向。また、私立大学経常費補助
金も、ここ数年減少傾向。

・ 大学院において国際的に卓越した拠点の形成や世界トップレベルの研究拠点形成を目指す取り組
みが進展する一方で、我が国の大学に対する国際的な評価が必ずしも高くない現状。

４
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・ 平成２０年に成立した「研究開発力強化法」及び同法付帯決議において、研究開発法人の在り方を
含め、研究開発システムの在り方について、総合科学技術会議が検討することを明記。

・ 国立大学法人の研究施設・設備等の計画的な整備は進展しつつあるが、財政状況の厳しい中、施
設の老朽化や新たなニーズへの対応が課題。

・ 海外で研鑽を積む国内の若手研究者の数が減少傾向にあり、また、海外の優秀な外国人研究者の
招聘が受入環境の問題等により伸び悩む傾向にあることが課題。また、科学技術外交をはじめ、科学
技術の国際活動を戦略的に推進していく必要性の高まり。

＜総合科学技術会議の役割＞

・ 総合科学技術会議は、分野別推進戦略の策定や資源配分方針の策定等、科学技術政策の推進の
司令塔としての役割を着実に発揮。一方で、イノベーション創出に必要な隘路の解決等に向けて、関
係府省間の調整等、一層のリーダーシップ発揮に対する期待の高まり。

５

６
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○ 第２期及び第３期基本計画においては、目指すべき国の姿として３つの理念を掲げ、第３期では、
これをより具現化した政策目標として６つの大目標と１２の中目標を示しているが、近年の科学技術
や経済社会を取り巻く国内外の情勢変化等を踏まえ、我が国が科学技術政策により中長期的に目
指すべき国の姿を新たに提案していくべきではないか。

＜具体的な問題意識＞

・ 今、我が国を含め、世界の勢力地図や経済社会構造が激変する歴史的な転換点にある。これまで
は、世界第一位、第二位の経済大国である米国及び日本が、他国を引き離して、世界経済で大きな
地位を占めてきたが、中国、インド等の新興国の台頭により、世界の多極化が急速に進展している。
このような状況において、我が国としては、これまでのような経済社会のあらゆる面での量的規模の
拡大を目指す姿勢から、より質的充実を目指す姿勢への転換を図りつつ、持続的な成長を目指す等、
世界における我が国の将来的な立ち位置を明らかにすべき時期に来ている。

・ また、世界の大きなうねりの中で、我が国では、世界の未曾有の金融危機及び経済不況により、基幹
産業が大きな影響を受ける一方で、少子化の進展に伴う人口減少、急速な高齢化の進展など、社会
や国民生活を取り巻く環境は厳しさを増す状況にある。さらに、世界に目を向ければ、環境問題、エネ
ルギー問題、さらに貧困問題等の地球規模の課題は、これまで様々な努力により解決が試みられて
きたが、未だ難問が山積している状況にある。

・ このような中にあって、我が国においては、国民の誰もが、安定した就労環境の下、将来にわたり、
質の高い国民生活を実現することを目指し、国として、科学技術の活用により課題への解決策を提示
していくという姿勢をより明確にすべきである。また、成熟した民主国家として、我が国の科学技術を
世界あるいは地球、さらには人類生存のための手段と捉え、それらの課題解決に向けて、積極的に
貢献していくという姿勢を、一層明確にすべきである。

３．我が国が中長期的に目指すべき国の姿３．我が国が中長期的に目指すべき国の姿

７

８

＜目指すべき国の姿（例）＞

・ 上記のような視点を踏まえ、我が国が科学技術政策により中長期的に目指すべき国の姿としては、
例えば以下のようなものが考えられる。

① 真に安心・安全で、質の高い社会及び国民生活を実現するとともに、それらを国家としての
誇りとする国

② 資源・エネルギー等の様々な「制約」の中でも、国際的優位性を保持しつつ、持続的な成長・
発展を遂げる国

③ 地球温暖化をはじめとする地球規模課題に対して、世界各国と協調・協力しつつ、課題解決
を先導する国

④ 人類の飽くなき知的欲求に応え、多様性とともに最先端の新たな「知」の資産を、絶え間なく
創出し続ける国

⑤ 科学技術やそれを育む営みを、我が国の文化として社会に根付かせ、それらを発展・継承
していく国

12
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９

地球温暖化の将来予測

出典：環境省「平成20年版環境・循環型社会白書 」

今後の気温上昇の予測今後の気温上昇の予測世界規模及び大陸規模の気温変化世界規模及び大陸規模の気温変化
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世界の二酸化炭素排出量

世界の二酸化炭素排出量の推移（1990年～2005年）世界の二酸化炭素排出量の推移（1990年～2005年） 世界の二酸化炭素排出量の将来予測
（「IEA World Energy Outlook 2007」レファレンス・シナリオ）

世界の二酸化炭素排出量の将来予測
（「IEA World Energy Outlook 2007」レファレンス・シナリオ）

2050 年排出半減のイメージ2050 年排出半減のイメージ

11

出典：経済産業省「通商白書2008」

エネルギー種類別世界の一次エネルギー需要の推移と将来予測

12
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各国のエネルギー自給率及び国際資源商品価格

各国のエネルギー自給率各国のエネルギー自給率

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書2004」

国際資源商品価格の推移国際資源商品価格の推移

出典：経済産業省「通商白書2008」

13

各国の食糧自給率及び主要穀物・大豆の国際価格の推移

農林水産省HPより転載

各国の食料自給率各国の食料自給率 主要穀物・大豆の国際価格の推移主要穀物・大豆の国際価格の推移

出典：経済産業省「通商白書2008」
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世界的な水の賦存状況及び世界の取水量

出典：経済産業省「通商白書2008」

世界的な水の賦存状況世界的な水の賦存状況

世界の取水量世界の取水量

アジア以外

2,064

（1980年比＋53％）

アジア以外

3,160

15

新興感染症の状況（鳥インフルエンザの例）

16
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近年の世界における自然災害発生状況

17

※2007年4月以降に発生した主な自然災害（から2008年4月現在）

出典：内閣府「平成20年版防災白書」

近年の我が国における自然災害発生状況

18

出典：内閣府「平成20年版防災白書」
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諸外国等における経済再生に向けた取り組みの概要

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」 19

※資料は白書作成時の情報による○グローバル・グリーン・ニューディール
・再生可能エネルギーの開発や二酸化炭素排出量の少ない交通シス

テムの整備などを通じ、経済成長や雇用の創出と、環境問題解決の
両立を各国に提唱。

・世界のＧＤＰの約1％を環境投資に向ける必要性について提言。

国際
連合

○太陽光発電・燃料電池など新エネルギー分野等に4
年間で50兆ウォンを投入し、96万人の新規雇用の創出。韓国

○2010年末までに4兆元（約53兆7千億円）の大型景気対策により、環
境・エネルギー関連の対策を強化。その内訳は、原子力発電推進（955
億元）、天然ガスパイプラインの整備（930億元）、水利事業・空港など
（174億元）。

中国

○2011年までにビル近代化による二酸化炭素削減事業
に30億ユーロの投入等を予定。現在の25万人の雇用を、
2020年に自動車分野の雇用を上回る規模とする目標を
設定。

ドイツ
○ＥＵエネルギー政策行動計画（2007-2009）

・ＥＵ全体の再生可能エネルギーのシェアを20％、バイオ燃料のシェア
を最低10％とすることを2020年までの目標に設定。

○経済回復計画
・エネルギー効率化のための技術やクリーンエネルギー技術に対する

戦略的投資等により、短期的及び長期的な視点から、ＥＵが金融危
機から脱却するための包括的な計画を策定。

EU

○数値目標
・2020年までに1,000億ポンドを投入し、7,000基の風力

発電建設と16万人の新規雇用の創出。
○エネルギー技術研究所（ＥＴＩ）の設立

・二酸化炭素排出の削減、効率的なエネルギーの提
供、安定エネルギー供給用の技術開発実施

・自主開発技術の商業化を主眼に、エネルギーに関す
る大型の実証実験を実施。

・研究開発資金は政府と企業のマッチングファンド。政
府は5.5億ポンド、民間側は一企業当たり最大年500
万ポンドを10年間受入れ予定。

○エネルギー気候変動省（ＤＥＣＣ）の設立
・ビジネス産業規制改革省（ＢＥＲＲ）のエネルギー部

局と、環境・食料・農村地域省（ＤＥＦＲＡ）の気候変動
部局を統合。

○食糧環境研究庁（ＦＥＲＡ）の設立
・環境・食料・農村地域省（ＤＥＦＲＡ）傘下の研究機能

を統合

英国

○New Energy for America
・オバマ大統領の選挙時の公約で、今後10年間で石油代替エネルギ

ー（原子力、太陽電池、風力、水力等） による発電の推進に1,550億
ドルを投入。2012年までに全電力の12％を風力や太陽光発電等の
代替エネルギーにより供給。これにより、500万人の雇用を創出。

・施政方針演説では、風力、太陽光発電等の技術開発に対する年間
150億ドルの投資を再度表明。

○オバマ大統領就任後最初の定例演説
・太陽光発電や風力発電等の代替エネルギーの普及策に呼応し、

3,000マイル以上に及ぶスマートグリッドを敷設する計画や、連邦政
府関連施設の省エネ化を進めることで年間20億ドル相当の経費を
節減できると訴えた。

○景気刺激法（米国再生・再投資法）
・環境・エネルギー分野に380億ドルを歳出する予定。
・ＡＲＰＡ－Ｅの設立や高効率・再生可能エネルギー技術及び炭素貯

留・隔離技術の研究開発及び実証試験等への投資。
○2010年度予算

・エネルギー省における基礎研究への投資の拡充を明記。

米国

国際競争力の評価

出典：「ＩＭＤ WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK 」
経済産業省ＩＭＤ世界競争力年鑑2008年版」より 20
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各国のGDPの推移

出典：内閣府「国民経済計算確報」

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)
（米ドル表示：暦年）

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)
（米ドル表示：暦年）

各国等のGDPの将来推計各国等のGDPの将来推計
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出典：内閣府「国民経済計算部平成21 年1～3 
月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）」（平成21
年5月19日）

【我が国のGDP成長率（速報値）】
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各国の国民一人当たりGDPの推移

出典：内閣府「国民経済計算確報」

ＯＥＣＤ諸国の一人当たり国内総生産（名目ＧＤＰ）
（米ドル表示：暦年）

ＯＥＣＤ諸国の一人当たり国内総生産（名目ＧＤＰ）
（米ドル表示：暦年）
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世界における人材の流れ

24

（参考）B.Lindsay Lowell Trends in International Migration Flows and Stocks,1975-2005,OECD SOCIAL,EMPLOYMENT AND 
MIGRATION WORKING

（単位：万人）
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大卒人材の地域間移動の
状況（2000年）

大卒人材の地域間移動の
状況（2000年）

世界における留学生の流れ
（2006年）

世界における留学生の流れ
（2006年）
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諸外国の人口動態

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」

254229194ブラジル

1,6581,4471,186イ ン ド

402355309米 国

2050年2025年2008年

103122128日 本

1,4091,4461,336中 国

9,1918,0116,750世 界

(100万人)

出典：総務省統計局データより文部科学省作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書2004」
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我が国の人口動態

出典：統計局データより文部科学省作成

我が国の人口動態我が国の人口動態

我が国の労働力人口（5年ごとの推移）我が国の労働力人口（5年ごとの推移）

出典：文部科学省「平成18年版科学技術白書」

50年後の日本の人口（年齢構成比較）50年後の日本の人口（年齢構成比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料 2009」
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社会保障給付費と国民所得の動向

出典：厚生労働省「平成20年版厚生労働白書」 27

社会保障の給付と負担の見通し（2006年5月推計）

出典：厚生労働省「平成20年版厚生労働白書」 28
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失業及び貧困

我が国の失業率の推移我が国の失業率の推移 主要国における失業率の推移主要国における失業率の推移

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2004 2005 2006 2007 2008

日  本 韓　国 アメリカ カ ナダ

イ ギリス ドイ ツ フラ ンス イ タリア

ドイツ

フランス

イタリア
カナダ

英国
米国

日本

韓国

出典：総務省統計局データより文部科学省作成
世界の貧困人口とその総人口に占める割合世界の貧困人口とその総人口に占める割合

出典：経済産業省「通商白書2008」 29
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社外支出研究費 研究費総額（会社）に対する社外支出研究費の割合

出典：総務省「科学技術研究調査報告」

出典：科学技術振興機構研究開発戦略センター

イノベーションのオープン化
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企業における社外支出研究費割合（国内＋海外）企業における社外支出研究費割合（国内＋海外）

t = 0
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IMECの研究戦略モデルIMECの研究戦略モデル

※IMEC （Interuniversity Micro Electronics Center）
： 1984年に国や企業から独立した非営利組織としてベルギーのルーベンに創設

されたナノエレクトロニクスとナノテクノロジーの分野における世界的な研究拠点
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３．科学技術政策の理念と政策目標
（１）第３期基本計画の理念と政策目標

理念１ 人類の英知を生む ～知の創造と活用により世界に貢献できる国の実現に向けて～
◆目標１ 飛躍知の発見・発明 － 未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造

（１）新しい原理・現象の発見・解明
（２）非連続な技術革新の源泉となる知識の創造

◆目標２ 科学技術の限界突破 － 人類の夢への挑戦と実現

（３）世界最高水準のプロジェクトによる科学技術の牽引

理念２ 国力の源泉を創る ～国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて～
◆目標３ 環境と経済の両立 － 環境と経済を両立し持続可能な発展を実現

（４）地球温暖化・エネルギー問題の克服
（５）環境と調和する循環型社会の実現

◆目標４ イノベーター日本 － 革新を続ける強靱な経済・産業を実現
（６）世界を魅了するユビキタスネット社会 の実現

（７）ものづくりナンバーワン国家の実現
（８）科学技術により世界を勝ち抜く産業競争力の強化

理念３ 健康と安全を守る ～安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に向けて～
◆目標５ 生涯はつらつ生活 － 子どもから高齢者まで健康な日本を実現

（９）国民を悩ます病の克服
（10）誰もが元気に暮らせる社会の実現

◆目標６ 安全が誇りとなる国 － 世界一安全な国・日本を実現
（11）国土と社会の安全確保
（12）暮らしの安全確保

「科学技術基本計画」（平成１８年３月２８日閣議決定）
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第４章 イノベーションで拓く２０２５年の日本の姿
１．生涯健康な社会
２．安全・安心な社会
３．多様な人生を送れる社会
４．世界的課題解決に貢献する社会
５．世界に開かれた社会

第２章 経済社会の将来展望

３．将来をどう展望するのか
・“低炭素社会”
・“人材最大活用社会”
・“健康長寿・子育て安心社会”

・“質の高い消費社会”
・“活力と独自性のある地方”
・“新たな金融モデルの構築”
・“世界経済をリードするアジアの新時代”

第２章 めざす国のかたち
１．精神面を含めより豊かな生活
２．開かれた機会、公正な競争に支えられた社会
３．世界から尊敬され親しみを持たれる国

長期戦略指針「イノベーション２５」（平成１９年６月１日閣議決定）

32

「経済財政の中長期方針と１０年展望」（平成２１年１月１９日閣議決定）

「希望の国、日本」（２００７年１月１日（社）日本経済団体連合会）
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科学技術基本計画ヒアリング
（抜粋）

33

34

（１）我が国を取り巻く諸情勢の変化

・ 時代は確実に変化しており、方向転換や問題の出てきた部分の補強が必要となっている。特にこれから重要なことは
人口問題であり、国の政策全体も、この問題が中心となってくる。これからの日本では、いかに社会の安定を保ちつつ人
口減に対応するかが課題。

・ 人口が減り、量で勝負できなくなると、個人にいかに付加価値をつけるかが重要。また、これから求めるべき価値は、
GDP等のお金の価値では計れない、質的な豊かさである。単にGDP向上を目指すのではなく、存在感ある国、世界の

オピニオンリーダーとなる国、国の特色が出せてビジョンを示せる国づくりをするべき。そのために、ビジョンや意志を示
せる魅力ある人材をどう育てるかが課題。

・ 第4期は節目の期間となる。社会経済構造が相当なスピードで変化しており、所得格差もグローバル経済の進展ととも

に、我が国を含め、各国で拡大している。科学技術を推進していく中で、世界の中で日本がどういったポジショニングをと
るのかが極めて重要である。

・ 昔に比べ、所得の水準や物的資産、金融資産には、余裕があるはずなのに、日本で生活するほとんどの人が安全・安
心を感じていない状況が生まれている。大きな原因として人口減少や高齢化が挙げられる。現在は以前のような市場規
模が拡大し続けている状態ではないし、人口の逆転で若者が高齢者を支えきれない構造となっており、新たな効率性と
分配のシステム構造を作り上げることが求められる。

・ 日本を取り巻く世界の状況が急速に変化しており、世界の中で日本の担うべき役割も大きな変化の渦中にある。従来
の追いつけ追い越せ型の競争の関係から、我が国独自のフィロソフィーを基盤とした国際社会との協調・貢献のための
連携とリーダーシップのあり方について真剣に検討し取組んでいくことが必要である。日本のみでサイエンスの発展はな
く、これからアジアを含め、諸外国と如何に協調し、貢献していくか、という視点が一層重要となる。また、科学とはなどの
文化の醸成と一体となって進展する側面があり、そのような視点を持ちながら、世界から尊敬される文化立国 としての
発展を考えることも重要である。

・ 循環型社会、省エネルギー社会、高齢化社会という需要を減らす方向に社会が向かうが、このような転換には壮大な
投資が必要。これが産業となっていくことがイノベーションである。
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35

・ 人類の文明の当然の帰結として、２１世紀のパラダイムとなるポイントは、小さくなった地球、高齢化した社会、知識の
爆発の３つ。これらの背景のもとに新しい産業を起こすのがイノベーションである。

・ ２１世紀においては、地球規模の部分最適ではなく、全体最適を希求する新しいイノベーティブな政策や取組が求めら
れる。具体的には、循環型社会の構築を目指し、科学技術政策として戦略的に施策を推進していく必要がある。

・ 高齢化に関して、ジェロントロジーという学問があるが、そのビジョンは、特殊合計出生率を人口が維持できる2.1程度
とし、20～70歳まで男女みんな働く社会になること。現状人口がほぼ増えない中、就労年齢のほとんど男性だけが働き、

それ以外の人口を養っているが、これは高度成長のときのみ可能な構図。

・ 今後、グローバル化の流れは変わらず、テクノロジーの進歩で「情報の同期化」が世界中でおこる。これにより今まで見
えなかった文化文明の違いが見えてくる。こうした社会において、ユニークな価値を世界に対して生み出せるような社会
はまさにイノベーティブな社会であり、日本が先んじて安全安心な社会を作っていくというのは人類全体に対してのひと
つの解となるだろう。

・ こうしたロードマップなき時代では、１国、１社、１大学における研究開発にこだわっていては太刀打ちできなくなる。知
恵と技術を常に流動させるネットワークを構築し、グローバルな観点で研究を底上げしていかなくてはならない。そのよう
にして結集した技術を、アジア、ヨーロッパ等といった地域に特有な形に変更しながら、それぞれのスモール・マーケット
に適応させる時代ではないか。

・ 諸外国の研究者と議論をしても、皆、これまでと異なり、将来の技術予測が困難な時代に突入しているとの認識を持っ
ている。また、汎用性の追求には限界が見られ、スモール・マーケットにいかに適応するかを追求しなければならない時
代となっている。

・ 地方と中央の関係も重要なキーワード。地域毎に異なった特色を持っており、それぞれのビジョンを持つことが求めら
れている。こうした中で、国がどのような社会なり、イノベーションのビジョンを描いていくのか、議論が必要。

36

（２）これまでの科学技術政策に関する評価

・ １期、２期、３期を通しての成果を問うべき。全体的にがんばってはいるものの、結果的に欧米には追いつけず、中国、
韓国には追い上げられているという印象。また、３期のポイントとして、戦略重点科学技術、政策目標、モノから人へとい
う考え方、イノベーション推進等があるが、これら全てが連携した政策になっていない。

・ 第3期基本計画に書かれている内容は間違っていないが具体論に欠ける。企業や国民が基本計画を見ても、自らと

の関係性が見えてこない。２５兆使って何をやっているのかもよく見えない。研究者のやっていることもよく見えない。しっ
かりと評価軸を立てた上で、研究開発によるイノベーションの創出が目に見えるようにすることが重要。

・ 第3期の内容については、きわめて観念的というか、漠然としている印象。どうすればよいのか具体的なことが書かれ

ていない。具体的かつ責任の所在がはっきりしない限り、物事は恐らく動かないだろう。次期計画では、これを改善する
ような、具体策の明言と厳格な評価システムの具体案を盛り込むべき。

・ 基本計画に掲げられた理念の推移を第１期から順に見てみると、環境整備、重点化、成果の還元、となっている。「一
度船に乗った人たちは、成果を出し、社会に貢献をする」というストーリーで完結してしまっているのではないか。それだ
と、成果が刈り取られれば船に乗った人は終わりで、その後の世代の人材は育たない。リターンばかりを求めるのではな
く、高度な教育を行い、新しい知を創出し、日本としての文化レベルを上げる、という発想が必要ではないか。

・ 第3期基本計画では、国や社会との関連で目標設定をするということを第2期基本計画よりも進めたとの印象。科学技

術は社会や国にとってどういう意味があるかということを考える中で、国家基幹技術というような言葉や発想が出てきた。
次の基本計画を作る際にも、日本にとっての科学技術の重要性は変わらないので、今のプロジェクトの良し悪しは別とし
て、国として特別に重視しなければいけない技術は残り続けるのではないか。

・ 「科学技術基本法」の整備、推進により、大学が教育を離れ、プロジェクト一色になりかねない状態になったと認識。こ
れは、「大学および大学院とは日本にとって何なのか」という根本問題に関する国民的コンセンサスがないため。大学に
おける教育と研究について規定した大学基本法または学術基本法をつくり、教育、学術研究、プロジェクト研究のバラン
スを取らなければ、将来の人材育成に禍根を残す。
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37

・ これまで政府が出してきた提案は非常にいいものが多いと思うが、研究現場におりてくると大分ねじ曲がる。このような
構図では、どのような政策を打っても結局変わらない。基本計画の評価と、個別のプロジェクトの評価との両方が必要で
あろう。

・ 基本計画自体が国民にどの程度知られているのか。基本計画の内容はもちろんだが、施策や基本計画を国民にＰＲで
きるような形が必要ではないか。

・ 基本計画の内容を見ると、進歩はあるようだが、外のスピードから見ると遅過ぎる。また、成果が見えにくいものであり、
スピードアップして何らかの成功例を出していかないと、説得性がない。

・ 実際の現場で、基礎研究が政策目的型研究と同じ土俵の競争的原理にさらされてしまっている点が問題。科研費の世
界でも５年という期間で短期的な成果を要求する、あるいは社会にどう役に立つのかということまで基礎研究の段階から
問われてしまうという弊害が現場で起きている。

・ 基礎研究の多様性と継続性を確保するということと、社会に成果を還元する政策目的型研究が、ファンディングのレベ
ルでも、研究の審査でも、はっきり仕切りをしないためにそれぞれに弊害ができていることが、最も問題である。

・ 社会のための科学技術ということを掲げたのであれば、誰かが責任持たないといけないが、今は誰も責任を持ってい
ない。この原因は、研究者から見ると自分の学術領域で課題設定し、レポートを書けば成果があったと評価されるシステ
ムが原因。ファンディングエージェンシーにしても、ある領域の成果として上がっていれば、成果が上がったと言っている。
これでは「１２の中政策目標の実現に向けて」という評価体系に無い課題に対してだれも取り組まない。

・ 社会的なニーズに対してのあるべき姿を科学するという構造、ひいては科学技術駆動型のイノベーションを創出する構
造に対するファンドが出にくい状況がある。これは、こうした点に力点を置く研究者に対する評価が、引用論文数も含め
て、今のアカデミズムの評価からすると低く見られてしまっており、お金も人も学術的インセンティブも希薄になっていると
いうこと。

・ 現場が目先ばかりにとらわれ、自分の組織を世界的に競争力のあるものにしようとの意識が低い。出したお金がどう使
われているかをフォローアップし、現場をチェックすることが必要。
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（３）今後の科学技術政策の在り方

・ 科学技術創造立国は我が国にとって最重要課題。短期的な成果に振り回されず、中長期的な視点に立った科学技術
の振興策を講じなければならない。特に、基礎研究と応用開発研究とのバランスを適切にとった振興策が必要。

・ 地球規模でその環境や生命を維持するための科学技術、人々の幸せと安全に資する科学技術を発展させることが、
第４期科学技術基本計画の柱となることが望ましい。

・ 平和的に世界の問題解決に積極的に取り組む存在感のある国を目指すべき。いたずらに米国、中国のような大国と競
争することを目指すことなく、科学技術・文化で世界をリードする国を目指すべき。

・ 当面の目標は、地球環境問題への具体的な数値目標である。日本だけではできないので、全世界プロジェクトのリー
ダーになるべきである。米国が前面に出てこないこの問題こそ、日本の存在感を示すチャンスだと思う。

・ 少子高齢化問題への対策を具体化し、各々に目標設定する必要がある。また、グローバルな視点では、人口がどんど
ん増加する国とのアンバランスがもたらす様々な問題を予め設定し、目標を立てる必要がある。

・ 危機の時期だからこそ、現状を良く把握した上で、国としてメッセージを出していくことが求められる。科学技術が日本
社会に対してどのような役割を果たすのかということを積極的に提示していくべき。

・ 時間と費用はかかっても、国民のコンセンサスが得られる手法で国の中長期のビジョンを明確にし、そのビジョンを継
続的に保持すべき。また、科学技術はツールであり、それ自体が目的でないことを理解し、「何をするために科学技術振
興を進めるか目的を明らかにする」ことがイノベーションの第一歩と心得るべき。

・ 第４期科学技術基本計画の主軸に、「教育（人材育成）と研究（技術革新）とイノベーション（社会経済的価値の創造）の
三位一体的推進力の強化」を据えるべき。

・ 政府は、日本の将来のあり方について、社会全体の制度をカバーしたシナリオを描くことが重要である。
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・ １～３期は、イノベーション創生立国を目指すインフラ整備期間であり、おおよその目標は達成できたと認識。４期は、
さらに科学技術振興に資源を集中すると共に、社会科学、経済学、芸術等を総動員することで、目指すべき国の将来
像を明確にして、国際的競争力を備えたオープンイノベーション時代に相応しい国つくりに挑戦を続けるべき。

・ イノベーションは科学技術の延長がない限り出てこない。ゆえに有識者が集まって、これから２、３０年の間に必要な
科学技術をまず提示をする必要がある。

・ 各国が競争力強化にしのぎを削るなか、日本も重点化により取捨選択をしないと、将来が危ない。なお、取捨選択の
際に学術的な成果ばかりに注目すると、将来、社会的実装の面でものにならない可能性がある。ものになりそうな分
野に選択、集中するのであれば、やはり日本の得意なところ（材料、電子等）を伸ばすべきではないか。

・ 実現の有無が評価出来るような具体的な目標設定が必要である。また、網羅的に施策を盛り込むのではなく、計画
の中身にも重点化が必要である。さらに、非効率な施策を、いつ、どのように廃止するかという議論も必要である。

・ 世界経済の危機に直面し、政治が現在と近未来への対策を実施することは言うまでもないが、危機を脱した時、勝
ち組になるために、数年後に出現するであろう製品、サービスを想定して、コア技術の開発を休まず進めねばならない。

・ 大学や研究所等が何をすべきか、それに国がどこまで関わるかという構図が、明確になると良い。大学は研究教育
も社会貢献もと色々要求されているが、研究に重点を置ける理研や産総研等への期待の記載が必要ではないか。

・ 国民の多様な意見を真摯に聴取するシステムを構築し、国民目線で科学技術政策を推進していくべき。第４期では、
国民が何を希求しているのかについて、きめ細かなサーベイが必要である。日本はこれまでどちらかというと米国型の
科学技術推進戦略を採用してきたが、今後は欧米型ではなく共生型の科学技術を目指すと考えが必要ではないか。

・ ほぼ全ての国家予算が削られる中で、科学技術予算は増加している。なぜ科学技術かという国民の疑問に答えるた
めに、行政・研究者・技術者が一体となって、国民からの理解と支援を増進するための活動をしていく必要がある。

・ 第1期から現在まで巨額の予算が投資されてきたが、実績をどのように評価しているのか。国民に対する説明責任

を果たすとともに、評価全体の偏りがないよう、可能な限り評価の透明性を確保していくことが求められる。
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・ 第1期より3期、15年にわたり進められてきた科学技術政策の成果と反省点を集約して、新しい視点と立脚点を構築

する必要がある。世界における我が国の置かれている科学技術面での状況の変化とその方向性も的確に捉えなけれ
ばならない。このような議論の集約から国のビジョンが生まれ、その実現のための戦略が描けることとなる。

・ 短期的目標と中長期的目標を分けて戦略を立てることも重要。また、重点特化すべき項目と、可能な範囲で多様な

アプローチを許容すべき項目とがある。

・ これまでの戦略的重点化項目を見ると、いわゆる分野縦割り的分類が用いられている。基本計画全体の目標と体系
化の考え方にもよるが、今回は発想を変えて、分野横断的項目を多く取り上げては如何か。その場合には、どの分野
にも共通して幅広く貢献できる基盤的な分野を戦略的重点化項目の一つとして加えるべきである。
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別紙 5 

 
第４期科学技術基本計画（平成２３年度～平成２７年度）に向けた 

検討スケジュールについて 

 

 

 

 第３期科学技術基本計画（以下、「基本計画」という。）は、平成１８年度から平成

２２年度までの５年間の計画であり、平成２３年度以降の５年間の計画である第４期基

本計画は、平成２３年３月に閣議決定をすることが想定されている。 

 このため、本年秋以降の総合科学技術会議における議論に先立ち、文部科学省として、

第４期基本計画に盛り込むべき重要政策について取りまとめを行うため、科学技術・学

術審議会基本計画特別委員会においては、以下のスケジュールで審議を進める予定。 

 

 

＜審議スケジュール＞ 

 

 平成２１年 ４月２８日 基本計画特別委員会の設置 

       ６月 ２日 第１回基本計画特別委員会の開催 

 

             （以降、月１～２回程度会議を開催。各回では、個別論点 

              に応じた審議や、関係者ヒアリング等を実施。） 

 

       年内目途  第４期科学技術基本計画に盛り込むべき重要政策について 

             取りまとめ 

 

 

 

（参考）第３期科学技術基本計画策定時のスケジュール 

    平成１６年 ９月 科学技術・学術審議会基本計画特別委員会設置 

    平成１６年１０月 基本政策専門調査会 設置（総合科学技術会議） 

    平成１７年 ４月 基本計画特別委員会 中間とりまとめ公表 

    平成１７年１２月 基本政策専門調査会 答申（総合科学技術会議） 

    平成１８年 ３月 閣議決定 
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